
事前評価個表

整理
番号 １

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数51件、植栽面積836ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，１９４，６３９ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ２，３５７，８３６ 千円

山地保全便益 １，１６０，５１５ 千円

環境保全便益 １，４４５，５５０ 千円

木材生産便益 ９８，０３４ 千円

計 ５，０６１，９３５ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．３１

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ２

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数65件、植栽面積423ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） １，２３２，００３ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 １，８４５，７５８ 千円

山地保全便益 ６７８，３９２ 千円

環境保全便益 ６６９，５２７ 千円

木材生産便益 ７３，４６０ 千円

計 ３，２６７，１３７ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．６５

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ３

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数56件、植栽面積497ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） １，６７３，８４１ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ２，９５２，９６８ 千円

山地保全便益 ７５６，３１３ 千円

環境保全便益 ７１８，１３２ 千円

木材生産便益 ８４，１７８ 千円

計 ４，５１１，５９１ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．７０

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ４

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数109件、植栽面積696ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，０１９，３８５ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ３，１１５，４２４ 千円

山地保全便益 ９７５，１７７ 千円

環境保全便益 １，０８３，０６４ 千円

木材生産便益 １０３，８４４ 千円

計 ５，２７７，５０９ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．６１

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ５

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数196件、植栽面積1,386ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ３，６２５，３００ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ５，９６４，３１７ 千円

山地保全便益 １，９０３，５８５ 千円

環境保全便益 ２，２３０，１８４ 千円

木材生産便益 ２４７，５４４ 千円

計 １０，３４５，６３０ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．８５

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。



事前評価個表

整理
番号 ６

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ１８～（最長おおむね８０年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、独立
行政法人緑資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林
の造成を行う。

具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗
事業の概要・目的 悪林相地等において、独立行政法人緑資源機構が費用負担者となって造林地所

有者、造林者と分収造林契約を締結し、費用の負担と事業実行に関する技術指
導を行い水源林を造成する。

契約件数91件、植栽面積890ha

費用対効果分析
総費用（Ｃ） ２，２１５，６３５ 千円

総便益（Ｂ）水源かん養便益 ４，４３６，３８２ 千円

山地保全便益 １，２２９，７２４ 千円

環境保全便益 １，５５３，６５６ 千円

木材生産便益 １５２，４５０ 千円

計 ７，３７２，２１２ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ３．３３

評価結果 ・必要性：水源かん養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等が対象
で、早急に森林を造成する必要があり、事業の必要性は認められる。

・効率性：投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性は認め
られる。

・有効性：水土保全機能の十分な発揮のための適切な施業方法等が計画されて
おり、事業の有効性は認められる。


